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ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設（水質基準対象施設）の追加

担当部局 環境省水環境部水環境管理課

平成17年5月24日

規制の内容

ダイオキシン類を含む汚水又は廃液を排出する
①担体付き触媒の製造の用に供する施設
②使用済みの担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設
③フロン類の破壊の用に供する施設
を特定施設（水質基準対象施設）に追加し、特定施設を設置する際に届出を義務化する。
また工場・事業場からの排出水の測定を行うことを義務付け、ダイオキシン類の排出の制限を行う。

ダイオキシン類対策特別措置法第20条、ダイオキシン類対策特別措置法施行令第１条及び別表第二

平成２２年３月末までに行う。

工場・事業場からの排水規制を行うことにより、ダイオキシン類による水環境の汚染の防止を図る。

①担体付き触媒の製造の用に供する施設
②使用済みの担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設
③フロン類の破壊の用に供する施設
からのダイオキシン類の排出が削減され、環境汚染の防止につながる。

追加する特定施設を設置しようとする者は特定施設を設置する際の届出義務があり、届出をした日から６０日間の着手制限を受ける。さらに、特定施設を設置する事業場は排出
水を排水基準に適合させ、毎年1回以上排出水の測定を行わなければならない。
行政においては、特定事業場が排水基準を遵守しているか等について監視する必要がある。

事業者が自主的に防止手段を図ることも考えられるが、ダイオキシン類は非意図的に生成されるものであるため、ダイオキシン類による環境汚染を防止するためには、法に基づ
く監視及び規制を行うことが最も効率的・効果的な手段である。

平成16年度ダイオキシン類未規制発生源調査検討会（平成17年2月）において、上記①～③の施設において、ダイオキシン類が非意図的に生成されることが指摘されている。


